
 

 

令和元年７月２３日 

 

２０１９度科学技術人材育成費補助事業「ダイバーシティ研究環境実現イニ

シアティブ」の選定機関の決定について 

 

 

１．事業概要 

本事業は、研究環境のダイバーシティを高め、優れた研究成果の創出につなげるため、

各機関・地域の特色を踏まえた、女性研究者の活躍推進に加え、女性研究者を含む若手

研究者の育成・確保をはじめ総合的なキャリアマネジメントに向けた機関としての目標・

行動計画を設定・公表することを要件とし、女性研究者のライフイベント及びワーク・

ライフ・バランスに配慮した研究環境の整備や女性研究者の研究力向上のための取組、

女性研究者の積極採用や研究中断、あるいは離職した女性研究者の復帰・復職支援及び

女性研究者の上位職への積極登用に向けた取組等を支援するものです。２０１９年度に

おいては、以下の取組について補助金による支援を行います。 

 

① 「牽引型」：大学や研究機関が企業等と連携し、連携する各機関はもとより、その

他の機関を含めた地域や分野における女性研究者の活躍促進を牽引する取組 

② 「先端型」：大学や研究機関における単一の機関内での部局横断的な取組である従

前の「特色型」での取組は自主的に行われていることを前提として、さらに高い目

標を掲げ、女性研究者の海外派遣や当該者の帰国後の活躍促進等を通じた上位職

登用の一層の推進や、女性研究者の活躍促進を踏まえたより広いダイバーシティ

研究環境を形成する取組 

③ 「調査分析」：女性研究者の活躍促進に資する、海外の大学・研究機関等における

優れた取組事例及び先進的な取組がみられる複数国の制度等に関する調査・分析

を行う取組 

 

２．公募期間及び申請件数 

平成３１年３月６日（水）から同年４月２３日（火）までの間、公募を行った結果、

１５件の申請書の提出を受け付けました。 

 

 

 科学技術人材育成費補助事業のうち、「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ」

について、２０１９年度の新規取組機関を選定しましたのでお知らせいたします。 



 

 

３．選定方法 

本事業の業務委託先である国立研究開発法人科学技術振興機構において、有識者等に

よって構成される「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ委員会」を設置し、審

査を行い、同委員会の審査結果を踏まえ、文部科学省において選定する機関を決定しま

した。 

 

４．選定件数（別紙１参照） 

○牽引型  ５件 

○先端型  ５件 

○調査分析 １件 
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電話：03－5253－4111（内線 3837） 
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２０１９年度 科学技術人材育成費補助事業 

ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ選定機関一覧 

 

 

○「牽引型」（（ ）内は共同実施機関） 
 
・北海道大学 

（室蘭工業大学、帯広畜産大学、北見工業大学、株式会社アミノアップ、 

日東電工株式会社） 
 
・長岡技術科学大学 

（長岡工業高等専門学校、株式会社イートラスト） 
 
・奈良女子大学 

（奈良工業高等専門学校、武庫川女子大学、株式会社プロアシスト、 

帝人フロンティア株式会社、佐藤薬品工業株式会社） 
 
・島根大学 

（島根県立大学、松江工業高等専門高校、米子工業高等専門学校） 
 
・日本医科大学 

 （日本獣医生命科学大学、アンファー株式会社） 
 

計 ５件 

 

○「先端型」 
 
・岡山大学 

・九州大学 

・佐賀大学 

・長崎大学 

・琉球大学 
 

計 ５件 

 

○「調査分析」（（ ）内は共同実施機関） 
 
・情報・システム研究機構 

（人間文化研究機構） 
 

計 １件 

 

別紙１ 



背景・課題

○ 人口減少局面にある我が国において、研究者コミュニティの持続可能性を確保するとともに、多様な視点や優れた発想を取り入れ科学技術イノベー
ションを活性化していくためには、女性研究者の活躍促進が重要であるが、女性研究者割合を諸外国と比較すると依然として低い水準にあり、特に上
位職に占める女性研究者の割合が低い状況。

事業概要

○ 研究と出産・育児等のライフイベントとの両立や女性研究者の研究力向上を通じたリーダーの
育成を一体的に推進するダイバーシティ実現に向けた大学等の取組を支援する

■女性研究者割合の国際比較

■大学における職位別の女性教員の在籍割合

事業の目的・目標

○ そのため、女性研究者が出産、育児等のライフイベントにかかわらず研究を継続できる環境の整備や、女性研究者の研究力向上を通じた上位職登
用の促進が必要。

○ 対象機関：大学、国立研究開発法人等

○ 事業期間：６年間（うち補助期間３年間）

①牽引型 複数の機関が連携し、地域や分野における女性研究者の活躍を牽引する取組
②先端型 女性研究者の海外派遣等を通じた上位職登用の一層の推進等の取組
③全国ネットワーク中核機関（群）

国内外の取組動向の調査や経験、知見の全国的な普及・展開を図るための全国
ネットワークの構築を目指す取組

○ 対象機関：大学、国立研究開発法人等
○ 事業期間：２年間
○ 支援取組：女性研究者の活躍促進に資する海外の優れた取組に関する調査分析
○ 支援金額：２５百万円程度/年

○ 支援取組：

ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ 2019年度予算額 ： 1,008百万円
（前年度予算額 ： 989百万円）

○ 支援金額：５０百万円程度/年 （新規１０機関程度）
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